
 

 

 

 

第54期（2025年4月1日から2026年3月31日まで） 

貸借対照表及び個別注記表 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

北日本ボイラ株式会社 



貸 借 対 照 表
商号 北日本ボイラ　株式会社 代表者 岡脇　正樹

令和 8年 3月31日現在
(単位：円)

科 目 金 額 科 目 金 額

（ 負 債 の 部 ）（ 資 産 の 部 ）
593,553,565 152,633,944Ⅰ ( () )Ⅰ流 動 資 産 流 動 負 債
457,453,720 60,133,920現 金 及 び 預 金 電 子 記 録 債 務
15,034,558 41,965,362受 取 手 形 買 掛 金
13,040,060 11,836,859電 子 記 録 債 権 未 払 金
69,308,819 7,786,800売 掛 金 未 払 法 人 税 等
30,556,709 2,379,600棚 卸 資 産 未 払 消 費 税 等
7,459,535 11,517,000前 払 費 用 前 受 金
311,435 978,138未 収 入 金 預 り 金
388,729 7,832,773立 替 金 前 受 収 益

8,203,492賞 与 引 当 金

193,085,414 17,776,520Ⅱ ( () )Ⅱ固 定 資 産 固 定 負 債
154,442,966 10,749,440( )有 形 固 定 資 産 退 職 給 付 引 当 金
10,956,517 7,027,080建 物 役 員 退 職 給 付 引 当 金

4構 築 物
4,650,345車 両 運 搬 具
3,095,889工 具 、 器 具 及 び 備 品

131,762,726土 地
3,977,485リ ー ス 機 械 装 置

2,431,667( )無 形 固 定 資 産
2,431,667ソ フ ト ウ ェ ア

170,410,464負 債 の 部 合 計
（ 純 資 産 の 部 ）

616,228,515( )Ⅰ 株 主 資 本
30,000,000 1. 資 本 金

36,210,781 332,800( () ) 2.投 資 そ の 他 の 資 産 資 本 剰 余 金
5,200,000 332,800( ) (1)投 資 有 価 証 券 そ の 他 資 本 剰 余 金
50,000 332,800差 入 保 証 金 自 己 株 式 処 分 差 益

30,824,181長 期 前 払 費 用
136,600預 託 金

635,382,915( ) 3. 利 益 剰 余 金
7,500,000 (1)利 益 準 備 金

627,882,915( ) (2)そ の 他 利 益 剰 余 金
30,000,000別 途 積 立 金
10,000,000役 員 退 職 積 立 金
587,882,915繰 越 利 益 剰 余 金

49,487,200 4. △自 己 株 式

0( )Ⅱ 評 価 ・ 換 算 差 額 等

0Ⅲ ( )繰 延 資 産
0( )Ⅲ 新 株 予 約 権

616,228,515純 資 産 の 部 合 計

786,638,979 786,638,979資 産 の 部 合 計 負債・純資産の部合計S97136



北日本ボイラ　株式会社商号
令和 7年 4月 1日から

令和 8年 3月31日まで

個 別 注 記 表

Ⅰ．この計算書類は、中小企業の会計に関する指針によって作成しています。

Ⅱ．重要な会計方針に係る事項に関する注記

１．有価証券の評価基準及び評価方法

 (1)その他有価証券

    移動平均法による原価法を採用しております。

２．棚卸資産の評価基準及び評価方法

    最終仕入原価法による原価法を採用しております。

３．固定資産の減価償却方法

 (1)有形固定資産

    定率法又は旧定率法を採用しております。

    ただし、平成10年4月1日以後に取得した建物（附属設備を除く）については旧定額法、平成19年4月1日

    以後に取得した建物（附属設備を除く）については定額法、平成28年4月1日以後に取得した建物附属設

    備及び構築物については定額法を採用しております。

    なお、取得価額10万円以上20万円未満の資産については、３年均等償却を採用しております。

 (2)無形固定資産

    定額法又は旧定額法を採用しております。

    ただし、取得価額10万円以上20万円未満の資産については、３年均等償却を採用しております。

 (3)リース資産

    法人税法の規定に基づくリース期間定額法を採用しております。

 (4)長期前払費用

    法人税法の規定に基づく期間均等償却を採用しております。

４．引当金の計上基準

 (1)賞与引当金

    従業員賞与の支給に備えるため、将来の支給見込額のうち当期負担額を計上しております。

５．消費税等の会計処理

    消費税等の会計処理は税抜方式を採用しております。

Ⅲ．貸借対照表等に関する注記

１．有形固定資産の減価償却累計額 　　　　　　　　     126,703,038円

Ⅳ．株主資本等変動計算書に関する注記

１．発行済株式総数　　　　　　　 　　　　　　　　          60,000株

２．自己株式総数                　　　　　　　 　          12,200株

３．事業年度中の剰余金配当

    当事業年度中の剰余金配当の総額は28,775,600円、１株当たり配当額は602円です。これらの配当の

　　基準日は令和7年3月31日、決議日は令和7年6月19日、効力発生日は令和7年6月20日です。

４．事業年度末日後の剰余金配当

    当事業年度の末日後に行う剰余金配当の総額は25859800円、１株当たり配当額は541円です。

　　これらの配当の基準日は令和8年3月31日、決議日は令和8年6月30日、効力発生日は令和

    8年7月1日です。

Ⅴ．一株当たり情報に関する注記

１．一株当たり純資産額は、12,891.80円であります。

２．一株当たり当期純利益は、1,083.87円であります。

                                                                                              以　上


